
GDMS 防災情報マッシュアップサービス
Geospatial Disaster management Mash-up Service 

防災情報マッシュアップサービスはGIS技術を活用し、エリアや組織を横断して情報共有することができる空間情
報基盤として各機関の防災・被災・復旧等の情報共有プラットフォームを構築し、災害発生時/復旧時に住民や関係

企業・ボランティア等へ総合的な情報提供・情報共有を可能とすることで、防災・災害復旧支援活動に寄与すること
を目的としています。

ライフライン企業を中心とした民間が主導し、コンテンツベンダ・ソフトウェア会社がそれぞれの防災・災害復旧支
援に資するサービスをプラットフォームに持ち込み、ユーザがそれぞれの用途に応じたサービスを組み合わせて利
用する仕組みをつくることにより、「参加企業は参加により利益を得る」、もしくは「参加企業の本来業務の効率化の
効果を生む」効果を生み出し、サービスの自律的な発展につなげます。 

防災情報マッシュアップサービス（GDMS)の概要

防災情報マッシュアップサービス（GDMS)の構成

防災情報マッシュアップサービス（GDMS）は、災害対策基本法で復旧活動の責任を負っている指定公共機

関であるライフライン企業、情報・サービスの提供者である測量会社、コンテンツベンダー及びソフトウェア会社、
災害対応を行う自治体や省庁、指定行政機関らを関係者として構成されます。このうちライフライン企業が
GDMSを支えるコアメンバーと位置付けられます。 
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•迅速に復旧対応のための
情報を入手できる

•単独で整備するより安価

•マッシュアップによりデータの社会的価値が高まる

•個々に対応するよりデータの普及は進む

•情報手段の多様化

•市民への情報提供の効率化

•啓発の効率化

•情報手段の多様化

•効率的な情報入手

コアメンバー

GDMS問合せ先GITA-JAPAN コンサルティング委員会
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●推進体制（案）

総 会

システム構築・運用ワーキンググループ

コンテンツ検討整備ワーキンググループ

利用促進ワーキンググループ

事務局

正会員 特別会員 利用会員

（仮称）防災情報マッシュアップサービス（GDMS）
推進協議会は、

会員としてライフライン企業、コンテンツベンダ、
ソフトウェア企業、大学・研究機関、地方自治体か
ら構成され、

防災情報マッシュアップサービスの構築・運用を
通して災害復旧作業の効率化並びに市民サービ
スへの向上のために公共機関（ライフライン企業）、
行政機関等における防災情報の共有の場を提供
することで、

社会の安全・安心に寄与することを目的としてい
ます。

●組織のイメージ

会員区分 概 要

正会員（法人） ライフライン企業、測量会社、コンテンツベンダー、ソフトウェア企業

特別会員（法人・個人） 大学・研究機関、自治体、行政機関

利用会員（法人） ライフライン企業、一般企業

※会員としての加入は、2026年4月以降になります。
 ご入会の手続きについては、GITA-JAPAN事務局へにお問合せください。

防災情報マッシュアップサービス（GDMS)の利用フェーズ

【必要な情報の５つのフェーズ】

１．事前の準備
衛星写真／人口分布，市街地状況，道路状況／活断層／地盤状況／災害履歴など

2. 被災地域の被害概況の把握
被害推定モデルによる被害状況の推定結果

3. 被災地域の被害の実像の把握
実映像（現場での写真）／航空写真（ 現場の写真）／調査データ

4. 復旧作業の支援情報の把握・整理
行政の防災情報（受け入れ活動拠点マップ等）／交通情報

５．復興支援
土地利用規制／復興方針・計画案など

GITA-JAPAN コンサルティング委員会 GDMS問合せ先
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